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ら、本論文では、 1985 年の NTT 民営化・競争導入から 1999 年の NTT の再編成に至るわが国の情報通信政策の特
徴を米英両国との比較も含めて実証的に分析するとともに、電気通信分野に適用されてきた料金規制などの理論の妥
当性をも合わせて検証した。




































暖昧なままにされたことが、 NTT の分割問題を長引かせた原因であることを指摘し、その問題点を解消した 1997 年
の相互接続ルールの整備と 1999 年の NTT の再編成を評価している。特に、相互接続ルールの柱であるエッセンシヤ
ル・ファシリティの法理と接続会計が、電力事業などの競争導入に当たっても有用で、あると提案したことは、これら
の分野における政策立案に先駆的役割を果たし、かつ大きな影響を与えた。同時に、米国の長期増分費用方式やエツ
センシャル・ファシリティの考え方を機械的に適用することの危険性を指摘したことは、今日のブロードバンドやイ
ンターネットでの競争政策の評価にもつながる先見的なものである。
第二に、料金規制に関しては、実証分析に基づき「公正報酬率規制」が事実上破綻していた点を明らかにし、料金
規制の緩和の重要'性を理論的に裏付けたことである。これは、理論と実態の橋渡しという点でもユニークかつ重要な
研究成果である。
第三に、ユニバーサル・サービスについては、 NTT の会計情報から、独自の実証分析に基づきそのコストを明らか
にしたことは、今日のユニバーサル・サービス・コスト算定の先駆的業績であり、産業構造の変化に伴う算定基準の
見直しの必要性を裏付けたことは、その後の議論を方向付けた重要な成果である。
以上、本論文は実証的な分析により、電気通信政策の妥当性を検証しているのが特徴である。本論文が指摘した問
題は、伝統的な電話からインターネットへの転換期に当たる現在での情報通信政策をめぐる論議の中で、その重要性
が確認されている。このような先駆的内容をもっ本論文は、平成 13 年度テレコム社会科学賞(電気通信普及財団)
を受賞している。
以上の理由から、本論文は博士(国際公共政策)の学位に十分値するものと判定する。
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